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は行われていたが（詳細は後述）、多くの市民は当該記事及び 2007 年 1 月 4 日の北九州市長記
者会見を踏まえて翌日以降に続けて報じられた他紙の記事（注２）によって「関門特別市構想」
の存在を認識することとなったことが想定される。 
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に関する基礎的研究 ～今後の地方分権改革後の関門地域への展望」とし、その成果は論文集





























































（注２）例えば西日本新聞（2007 年 1 月 5 日）「『関門特別市』へ研究会 ～「道州制で分断」
回避」、毎日新聞（2007 年 1 月 5 日）「『関門特別市』具体化へ ～年内にも研究会設





















至らぬまま 1956 年の地方自治法改正により特別市制度は廃止された。 
 また同改正により、指定都市制度が新たに生まれ（法 252 条の 19）、現在に至っている。な
お、1956 年 9 月には大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市が指定され、それに続き 1963
年 4 月には北九州市が五大市以外では初となる指定を受けている。以降、2008 年 4 月までに










































































































































出典：第 28 次地方制度調査会専門小委員会（第 16 回）資料 1 別紙 3、p.2-10 を加工・要約 
 





 2007 年に設置された第 29 次地方制度調査会においては、市町村合併を含めた基礎自治体の
あり方等が諮問事項となっており、うち、大都市制度のあり方、とりわけ大都市と都道府県と
の関係等について審議することとされている（注１１）。2008 年現在、専門小委員会が設置さ
































調査研究プロジェクトを設置し、2006 年 2 月に『道州制を見据えた新たな大都市制度の在り













 道州制を見据えた大都市制度改革について、旧「五大市」のうち、大阪市は 2003 年 8 月に
「新たな大都市制度のあり方について」、名古屋市は 2007 年 2 月に「道州制を見据えた『新た














































出典：大都市構想研究会（横浜市、名古屋市、大阪市共同設置）（2008）第 1 回参考資料 1-1 を加工 
 
 大阪市はこの提言で「広域自治体に包括されない特別市」となる方向性は示していないが、
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名古屋市は選択肢の一つとして道州から独立する都市州となることを挙げている。また、横浜
市では基本的に広域自治体から独立した大都市制度を指向している。 
 こうした各市の取り組みを経て、2008 年 9 月、大阪市、名古屋市、横浜市の３市は、共同
で「大都市制度構想研究会（略称：ビッグ 3 研究会）」を設置し、「我が国を代表する大都市に
ふさわしい、指定都市制度に代わる新たな大都市制度を構想・検討」（注１４）することに着手







































• 道州制導入 ：都市州又は大都市圏州の創設 
出典：大都市構想研究会（横浜市、名古屋市、大阪市共同設置）（2008）第 3 回資料 4 より抜粋（一部加工） 
 
 こうした方向性が 3 市から出されることは、特別市制度を巡る議論に大きなインパクトを与
えることが予想される。ただし、あくまで人口 200 万人以上、市内総生産 12 兆円以上の 3 市
のみを想定したものであり、北九州市と下関市を合算した規模（人口 130 万人、市内総生産 4.3
兆円）（注１５）では、「ビッグ 3」の制度とは異なる制度を適用することが想定されていると
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考えられる。 

























（注１１）第 29 次地方制度調査会第 2 回総会（2007 年 9 月開催）資料参照。 
（注１２）詳しくは南（2008a）においてまとめている。 
（注１３）指定都市市長会 大都市制度調査研究プロジェクト（2006）、pp.24-25 
（注１４）大都市構想研究会（横浜市、名古屋市、大阪市共同設置）（2008）第 1 回資料 1 
（注１５）人口は平成 17 年国勢調査報告、市内総生産は平成 16 年市民経済計算または県民経
済計算から算出。南（2008b）p.97-98。 




１．2007 年度から 2008 年度にかけて議論 
(1) 現在の関門特別市構想の議論の端緒 
 本章では、関門特別市構想に関する、関門地域における議論の状況等について整理する。 
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 関門特別市構想の原形は次節で述べるように明治・大正期の議論に遡ることができるが、現
在の関門特別市構想が議論され始めたのはⅠで述べたように 2007 年以降である。その議論の












 こうした動向の後、2007 年 1 月 4 日以降の一連の「関門特別市構想」関連の報道、そして
関心の高まりが進むこととなったと考えられる。 
 なお、北九州市と下関市の間では以前より「関門連携」が様々な分野で進んでおり、行政面
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すぐに取り組んで成果を上げることができるような幅広い地域連携について議論することが重
要であるとの共通認識を関係者間で得たのではないか、という点である。「関門地域の未来を考















 第三に、2007 年 2 月に北九州市長が末吉興一・前市長から北橋健治・現市長に代わった点
が影響したのではないかと推測する。前項で述べたように、現在の関門特別市構想の端緒を作
ったのは当時の末吉市長であるが、2007 年 2 月に行われた北九州市長選挙において、末吉氏





 なお、現職が勇退を表明した市長選挙を控えていた 2007 年当初においては、行政側で 2007
年度の主要政策の細部が固まっておらず、関門特別市構想に関する研究会についても大まかな




 2007 年 12 月に設置された「関門地域の未来を考える研究会」は、本稿の執筆時点である 2008
年 12 月までに計 3 回の会議を開催している。前項で述べたように研究会では関門特別市構想
に関する事項以外についても幅広く議論されているが、以下に関門特別市構想関連に絞って提
出された資料や議論概要等について整理する。 
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 2008 年 12 月までに以上の 3 回にわたって意見交換が行われており、今後の研究会において
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関門特別市構想について改めて掘り下げた議論を行うかどうかは未定であるが、個人的見解と

















年 関門特別市、関門合併関連議論 備考 






1899（明 32） 門司市市制施行 
1900（明 33） 小倉市市制施行 
1901（明 34） 山陽鉄道馬関駅（下関駅）開業
1902（明 35） 関門鉄道連絡船開通 




1914（大 3） 若松市市制施行 
1917（大 6） 八幡市市制施行 































































































 戦後まもなくから我が国の地方自治制度が大きく見直される中、北九州 5 市の合併について







 そして、本章 1 節で述べたように、2006～2007 年にかけて再び議論が持ち上がり、2007～
2008 年における「関門地域の未来を考える研究会」での議論等に至っている。 
 




2007 年 1 月以降、北九州市の市長交代などの変化もあり、関門特別市を視野に入れつつも急
いでその実現を目指すのではなく、幅広い関門連携を着実に進め、地域の一体化を深めていこ
うとする考え方が 2008 年末段階では主流になっているものと考えられる。 
――――――――――――――― 
（注１７）西日本新聞（2007 年 1 月 5 日）「「関門特別市」へ研究会」における記述による。 
（注１８）同じく西日本新聞（2007 年 1 月 5 日）「「関門特別市」へ研究会」における記述。 
（注１９）読売新聞（2007 年 1 月 4 日）「地方分権議論に一石 ～山口、西中国から反発も」、







別表１ 関門地域の未来を考える研究会 構成委員（2008 年 12 月現在）（敬称略） 
下関商工会議所会頭 林  孝介 北九州商工会議所会頭 重渕 雅敏 
中国経済連合会副会長 福田 浩一 九州経済連合会副会長 藤井 康雄 
下関市立大学学長 坂本 紘二 北九州市立大学学長 矢田 俊文 
下関市市長 江島 潔 北九州市市長 北橋 健治 
出典：関門地域の未来を考える研究会設置要綱 
（注２１）第 1 回関門地域の未来を考える研究会（2007）資料「論点」参照。 
（注２２）西日本新聞（2006 年 11 月 11 日）「2007 北九州市長選 ～柴田氏支援を末吉市長
明言」など参照。 






（注２６）下関市は 2003 年 3 月に「下関市・豊浦郡四町合併協議会」を設置。2005 年 2 月に
下関市、菊川町、豊田町、豊浦町、豊北町の１市４町で新設合併。北九州市は、中間











なお本章については、もとになる資料を筆者が作成し、2008 年 12 月 24 日に開催された「第






















国唯一とも言える特殊性と言えよう。なお、この都市圏は、人口約 130 万、市内総生産約 4.3
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